
湖北地域消防組合契約規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和５年３月３０日 

湖北地域消防組合管理者 浅見 宣義 

 

湖北地域消防組合規則第９号 

 

湖北地域消防組合契約規則の一部を改正する規則 

 

湖北地域消防組合契約規則（平成18年湖北地域消防組合規則第27号）の一部を次のように改

正する。 

第14条の２第１項中「及びこれに関連する調査、測量、設計等の業務委託の請負」を「又は

委託業務」に改める。 

第15条第４項中「２人以上の者の」を「２者以上の」に改める。 

第16条中「第３項」を「第４項」に改める。 

第27条第１項中「２者以上の者から」を「２者以上から」に改める。 

第30条第１項第11号を次のように改める。 

(11) 契約不適合責任 

第31条第１項第１号を次のように改める。 

(１) 契約金額が第25条第１項の表に定める予定価格の額を超えないとき。 

第42条の見出しを「（契約不適合責任期間）」に改め、同条第１項中「隠れた瑕
か

疵
し

について」

を「種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）

がある場合について、」に改め、同項ただし書を削り、同条第２項中「契約者の担保責任につ

いて、契約により民法（明治29年法律第89号）第638条第１項に定める期間を」を「契約者に

対して契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契

約の解除（以下「契約不適合に係る請求等」という。）を行うことができる期間を、契約によ

り」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 契約担当者が契約不適合に係る請求等を行うことができる期間内に契約不適合があること

を知り、かつ、その旨を契約者に通知した場合において、契約担当者がその通知から１年以

内に契約不適合に係る請求等を行ったときは、契約不適合に係る請求等を行うことができる

期間内に請求等をしたものとみなす。 

第51条第１項ただし書中「性能上可分の」を「性質上可分の」に改める。 

第55条第３号を次のように改める。 

(３) 契約不適合を理由とした追完の請求に応じないとき。 

第55条に次の１号を加える。 

(４) その他契約条項に違反し、その違反によって契約の目的を達成する見込みがないとき。 

第56条第１項中「するときは」の次に「相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間

内に履行がないときには」を加え、同項各号を次のように改める。 

(１) 正当な理由がなく着手期限が過ぎても着手しないとき。 

(２) 正当な理由がなく契約期限内又は契約期限後相当の期間内に契約を履行する見込みが

ないとき。 



(３) 正当な理由がなく建設業法（昭和24年法律第100号）第26条の規定による技術者を設

置しないとき。 

(４) 正当な理由がなく契約不適合を理由とする履行の追完の請求に応じないとき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、契約者又はその代理人がこの規則又は契約条項に違反し

たとき。 

第56条第２項を次のように改める。 

２ 契約担当者は、契約者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに契約を解除するこ

とができる。 

(１) 第40条の規定に違反したとき。 

(２) 契約を履行できないことが明らかであるとき。 

(３) 契約の履行を拒絶する意思を明確に示したとき。 

(４) 契約の全部が履行されなければ契約の目的が達成できない場合において、一部の履行

が不能であるとき又は一部の履行を拒絶する意思を明確に示したとき。 

(５) 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行

しなければ契約をした目的を達することができない場合において、その時期に履行しなか

ったとき。 

(６) 前各号に掲げる場合のほか、前項の催告をしても契約をした目的を達成するに足る履

行をする見込みがないことが明らかであるとき。 

(７) 契約者（契約者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号

において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（契約者が個人である場合にはその者を、契約者が法人である場合にはその役

員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号におい

て同じ。）が暴力団員であると認められるとき。 

イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められ

るとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

カ 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当する

ことを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

キ 契約者が、アからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方

としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、契約担当者が契約者に対して当該契

約の解除を求め、契約者がこれに従わなかったとき。 

第56条に次の１項を加える。 

３ 前２項の規定による契約の解除は、書面により通知しなければならない。 

第58条中「100分の10」を「10分の１」に改める。 

様式第２号中「、第18条」を削る。 

様式第５号を次のように改める。 

様式第５号（第19条関係） 



 

様式第７号を次のように改める。 

  



様式第７号（第30条関係） 

 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

様式第８号中「、第46条」を削る。 

様式第９号を次のように改める。 

  



様式第９号（第46条関係） 

 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 



 


